
　作業機能別分類とは、原価が、企業経営を遂行した上

で、どのような機能のために発生したかによる分類であ

る。この分類方法は、実践的には①計算目的別分類及び

②発生形態別分類に基づいて区分けされた原価を第二次

的に、さらに細分類するために利用されることが多い。

例えば、材料費は、主要材料費、修繕材料費、試験研究

材料費等に、労務費は、監督者給料、直接作業工賃金、

事務員給料等に分類される。この分類は、製造活動の原

価分類だけでなく販管費を広告宣伝費、出荷運送費、倉

庫費などの諸機能別に費目設定する時にも利用される。

　組別総合原価計算は、異種の製品を同一工場内で連続

して見込量産する工企業に適用される。この各々の製品

あるいは製品群は「組」と呼ばれ、組別計算では１原価

計算期間に発生する製造費用を、各組に直接的に跡づけ

ることのできる組直接費と、各組に共通して発生する組

間接費とに区分することが不可欠である。

　組直接費は各組に直接に賦課することができるが、組

間接費は適切な配賦基準によって、各組に配布をしなけ

ればならない。
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